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中心市街地活性化における政策ネットワークの比較研究
一日本と韓国の比較の観点からー

あらまし

1970~80年代にかけて都市化が進んでいた

先進国では、スプロール化による都市問題が増

加した。郊外が無秩序・無計画に広がり、交通

や上下水道などインフラの設備費用が増大する

と同時に、中心部の空洞化をもたらした。そし

て、この問題の解決法には官民を問わず多様な

組織の参加による協働手法が導入された。

日本では1998年に「まちづくり三法(大規模

小売店舗立地法、中心市街地活性化法、改正都

市計画法)」を制定して対応が進められた。中

心市街地活性化事業を実施する中心組織として

官民アクターで構成されるTMO (Town

Management organization)が言斐〕しさオ1たが、
2006年の法改正により中心市街地活性化協議会

がその役割を担っている。一方、韓国では日本

の「中心市街地活性化法j のような法律は整備

されていない。しかし、一部の地方で条例を制

定して中心市街地問題に対応しようとする都市

が現れている。このような都市ではTM0のよう

な組織を設けていないが、官民アクターによる

ネットワークが形成されている。

本論では、日韓両国における中心市街地活性

化の現状の違いを分析する枠組みの提示を目的

としている。具体的には、ネットワークの構造

に注目し、政策ネットワークがどのように政策

結果に影響を及ぼしているのかを調ベる。これ

は同じような問題について、国によって異なる

政策が取られる理由を説明することの一助にな

ると思われる。
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はじめに

1970~80年代にかけて都市化が進んでいた

先進国では、スプロール化による都市問題力吐曽

加した。郊外が無秩序・無計画に広がり、交通

や上下水道などインフラの設備費用が増大する

と同時に、中心部の空洞化をもたらした。特に

アメリカやヨーロッパでは、スラム街の形成や

犯罪増加などインナーシティ問題が深刻になっ

てぃた。この問題の解決法を模索する中で、官

民問わず多様な組織による協働手法が導入され

た。

日本では1998年に「まちづくり三法」を制定

し、「中心市街地活性化法」の下で対応が進め

られてきた。そして、中心市街地活陛化事業を

実施する中心組織として官民アクターによる

TM0が設立するようになっていたが、 2006年に

法律が改正されて以降は中心市街地t舌性化協議

会がその役割を担っている。

一方、韓国では日本の「中心市街地活性化法」

のような法律は整備されていない。中心市街地

t舌性化に関連する事業の支援は、「都市及び住

居環境整備法」(2002年)、「在来市場及び商店

街育成のための特別法」(2005年)、「都心再整

備促進のための特別法」(2005年)などにより

行われている。しかし、一部の地方で条例を制

定して中心市街地問題に対応している都市が現

れている,。また、その手法においてもIM0の

ような組織の設置を設けていないが、官民アク

ターで構成されるネットワークが形成されてい

る。

.広域自治体としては、大田広域市の「元都心活性化及び支援等に関する条例」(2003年)、全羅北道の「旧都心商店街活性化支

援条例」(2007年)があげられる。基礎自治体としては、全羅北道全州市の「旧都心活性化支援条例」(20船年)を皮切りに、
全羅南道木浦市の「元都心活性化支援条例」(2006年)、全羅北道益山市の「元都心活性化事業支援条例」(2006年)、全羅北道

群山市の「元都心活性化支援条例」(2007年)があり、特に全羅道地域を中心に拡散されている。
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本論では、日本と韓国における中心市街地活

性化の現状の違いを分析する枠組みの提示を目

的としている。具体的には、ネットワークの構

造に注目し、政策ネットワークがどのように政

策結果に影響を及ぼしているのかを調ベる。こ

れは同じような問題について、なぜ国によって

異なる政策が取られるのか(similarproblems,

different policiesyを説明することの一助になる
と思われる。中心市街地活性化は、現在の地域

社会力斗包えている重要な問題のーつであり、こ

の政策の現状を分析することは意味があると思

われる。さらに、中心市街地活性化政策には各

地域の民間企業・地域住民・NP0が関わり、行

政内でも数多くの部局による横断的な対策が求

められていることから、ネットワークの構造を

分析するのに適していると思われる。

中心市街地活性化における政策ネットワーク

の特徴としては、次のようなことがあげられる。

第1に、法律に基づいた公式の事項が多く、ア

クターが規定されているような閉鎖的で安定的

な構造を持つ。第2に、経済発展に関わるネッ

トワークという観点から、非公式的の連携が巧

く機能するネットワークへ発展していく上で中

枢的役割を果たす場合がある。これは、社会資

本を構成している「見えざる要因(invisible

「actⅢ)」力誹尉斉発展において重要な役割をする

ことと同じ脈絡にある.。第3 に、ネットワーク

内の葛藤や競争が少ない。ネットワークの事例

分析には環境政策に関する事例が多いが'、これ

は環境政策には開発を推し進めるグループと自

然を守ろうとする正反対のグループが共存し、

その中から様々な取引や競争を描くことができ

るからであると思われる。環境ネットワークに

比ベれば、協働が重視されて葛藤の素地が少な

いネットワークであるといえる。

このような特徴を持つ政策ネットワークを国
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際比較することは、比較する国の政府と公共制

度に対する有用な情報を発生させると同時に、

自国の限界と可能な選択に対する理解を向上さ

せる'。このような観点から、行政制度の面で類

似点が多い日本と韓国の中心市街地活性化にお

ける政策ネットワークの比較は、両国の政策形

成過程に対する理解を高めることはもちろん、

中心市街地活性化に対するアイデアが得られる

可能性がある。

研究の力法としては文献研究と事例研究を行

う。文献研究としては政策ネツトワーク(policy
ne加ork)論を検討する。政策ネットワーク論は

政策を取り巻く複雑な相互作用の世界を理解する

分析的概念として人気を集めているだけではな

く、政策の形成・実施及びサービスの伝達におけ

る複木唯な相互作用を管理する代案的于法として工

夫されたキャッチ・ワードになっている'。先行

研究の検討を通じて、分析枠組を提示したい。

事例研究の対象都市としては、日本の金沢市

と韓国の全州市を選定している。両市は人口規

模や県庁所在地という都市の機能以外に、伝統

の保存と活用という都市の特徴からも共通点が

多い。似ている陛格を持つ都市を比較すること

により、ネットワーク構造に対する意味ある示

唆を得ると期待できる。なお、事例研究は、文

献研究から導いた分析枠組みの適用可能性を探

るための試論的位置づけである。

ユ
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2.分析の枠組み

政策ネットワークの都死念は、国家と社会の関

係を考察する中で形成・発展されてきた。政策

ネットワークの概念を最初に提示したのは

P.K.Katzensteinである力釘、彼は一国全体を牛寺徴

づけるものとしてとらえた。すなわち、マクロ



レベルの概念として用いて、国家の類型化を試

みたのである.。

アメリカではH.Hecl0が行政、議会委員会、

利益集団の強固な連携を表現した鉄の三角形

Gmn、hiangle)に対する批判から、非常に多様
な程度のコミットメントと相互依存関係を持つ

多数の参加者で構成されるイシュー・ネツト

ワーク(issuenetwork),を提示し、政策ネツトワー

ク論の形成に影響を及ぼした。

イギリスではJ.JRichardsonとA.G.Jordanが、政

策は数多い相互連結と相互浸透する組織の間で

形成されると説明しながら、行政部局と利益集

団で構成される政策コミュニティ(policy

Community)をめぐる関係が議会の景三響力や政
党の姿勢よりも政策結果についてよく説明でき

ると述ベ、政策コミュニティに対する関心を高

めた川。そして、 J.K.Benson力誹畍哉間関係や資源

依存関係を盛り込んだ政策セクター(policy

Sector)を提示し"、その後R.A.W.RhodeSが

J.K.Bensonの概念を継承しながら政策セクター

の代わりに政策ネットワークという言葉を示し

た以降に、そのまま定着しているn。

政策ネットワーク論にはまだ方法論や概念規

定において確定された合意が存在せず、そのゆ

え多様なバリエーシヨンが生み出されているB。

M.J.smithは国家と利益団体の関係形態が政策結

果に影響を及ぼすと考え、政策ネットワークは

利益団体と政府の問に存在する関係を分類する

中心市街地活性化における政策ネットワークの比較研究

手段として見る叫。また、 L.J.0'Toole,Jr.は、階

層制のように上下関係に置かれていない多様な

組織の相互依存の構造として定義する"。T

A.B6地e1は、協働が政策の共通目的達成の最善

の方法であることを認識し、その追求のために

資源を交換する多様なアクターが結びついた、

自律的性質を持つ相対的に安定した関係である

と述ベてぃるM。風間規男は、政策ネットワー

クをある政策領域をめぐって、アクターが官民

の枠を超えて自主的に資源を持ち寄り、問題を

解決していく関係として定義するΠ。

このように、政府と利益団体の関係を分類す

る手段から、協働を前提にした関係まで多様で

ある。ここでは、官民が資源交換による依存関

係にあることには共通の理解が示されているこ

とから、政策ネットワークを公共問題の解決に

向けて行政・民間・市民団体などが相互依存関

係にありながら協働する構造として定義する。

政策ネットワーク論の1新敦としては、次のこ

とがあげられるW。第1に、強い国家の否定で

ある。政策過程における国家、その中心噛勺存在

の1つである行政官僚制の有する資源に限界が

あるため、政策の形成とりわけ実施にあたって

は公私のアクターの協働作業が不可避となって

いる。第2に、多元主義、エリーティズムなど

のマクロな政治理論とは異なり、その考察対象

を政策セクター(メゾ)・レベルに据えている。

第3に、主として、資源の相互依存関係を背景
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とした政策過程における組織問関係に焦点を当

てている。

また、政策決定だけではなく政策実施過程に

おけるネットワークを分析することで、政府間

関係は社会部門と相互作用を取り込んだダイナ

ミックな過程として描くことができる抄。そし

て、政策セクターごとの政策決定ネットワーク

を分析の対象とすることで、政治構造の多元性

についてのより精緻な研究を可能にした。さら

に、政策セクターを単位とした国際比較もでき

て、各国ごとの政治過程の特徴をより正確に描

くことにも貢献した⑳。

政策ネットワーク論を巡っては多様な論議が

あるしm、医療サービスや防災、高齢者福祉政策

などに関する実証的な研究も行われているが乙、

本論では国際比較を行っている先行研究を中心

に検討する。まずD.Knokeらはアメリカ、ドイツ、

日本における労働政策ネットワークを比較して

いる。彼らは分析の単位として政策ドメインを

取り上げ、①組織アクター(利益団体、頂上団

体(pe心Ossodations)、公的機関)、②関心分野(下
位分野、イシュー、イベント)、③権力関係(情

報交換、資源交換)、④集合的行動(動員、広報、

ロビー)、⑤行動のレベル(イシューパブリック、

イベントパブリック、連合会の形成、協働)の

側面から、各国の労働政策ネットワークを分析

したお。

P.JohnとA.coleは、イギリスとフランスにお

ける地方都市のネットワークを①構成員、②構

造(閉鎖的、開放的)、③ネットワークの能力(構

成員の協力意志が高い、低い)、④ネットワー
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クの変化という観点から比較している。そして、

制度(中央・地方間の政策形成システム)、セ

クター(地域経済発展セクターと教育セク

ター)、都市規模(大都市・中小都市)という

3次元の中で、どの次元が政策ネットワークの

構造と機能に影響を及ぼす要因かを検討したN。

C.DaU今bie弔はデンマークとスウェーデンにお
いて異なる農業政策力斗采られている理由をネッ

トワークの構造に求めている部。彼は国家責任

に対する合意程度からネットワークの凝集度

(cohesion)を判断し、 D.MarshとR.A.W.Rhodes

の分類である政策コミュニティとイシュ

ネットワークを用いて分析した鮖。そして、農

業政策において国家責任を重視している、言い

換えればネットワークの凝集度が高いデンマー

クでは農民の負担になる環境税が導入されず、

凝集度が低いスウェーデンでは環境税が導入さ

れたと説明している。

M.S.MinguSは、 D.MarshとR.A.W.RhodeSの分
類は、政策実行や管理の側面を疎かにし、中央

地方問関係を含めた政府間関係が検討されてい

ないので、国際的な比較には適合ではないとし

ている。そして、政策ネットワークの国際上ヒ較

をする枠組み(CNF: comparative Network
Framework)として、①政府内の権力の所在(政

治、外交、エージェンシー)、②一次的な統制

権(primarycontroD を持つ政府のレベル(国、
地方)、③ネットワークの構造的焦点(実施イ

シュー、政策イシュー、ホリスティック)、④

参加するアクターの利益(広い範囲、狭くて同

質)を提示した町。この枠組みは、政策ネットワー
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帥小池治「政策ネットワークと政府間関係」『中央大学社会科学研究所研究報告』第16号、1995年、36ページ。

討例えば、 K.DowdingとDMarsh&M.smlthの論議があげられるが、彼らは政策ネツトワークを理論やモデルとしてみることができ
るかについてヨ命争した。 K.Dowdlng, Model or Metaphor? A cntlcal ReV祀W ofthe policy NeNmk Appmach, political Sωdies, V01.43,
NO.1,1995, PP.136 - 158.; K.Dowdlng, There Must Be End to con丑Ision: P011Cy NeNorks,1nteⅡeC加al Fatigue, and the Need for p011tical

Science Methods coutses in Brltish university, political studies, V01.49, NO.1,2001, PP.89 - 105.; D.Marsh and M.smith, undeTstanding

Policy NeNorks: Towards a DialecticalApproach, political studles, VO.48, NO.1,2000, PP.4 - 21.; D.Marsh and M.smith, There is More than
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中心市街地活性化における政策ネットワークの比較研究

ネットワークの構造

クの多様な観点を盛り込んでおり有用である

が、単一国家である日本と韓国の比較において

そのままの適用は難しいと思われる。

したがって、本稿では以上の研究を踏まえて、

M.S.M血guSが提示しているネツトワークの構造
的焦点とネットワークの構造を見るために多く

取り上げられている構成員、資源、権力関係を

視野にいれて、日本と韓国の中心市街地活性化

における政策ネットワークを比較する分析の枠

組みとして、<表1>のように提示したい。

しかし、同じ政策セクターにおけるネット

ワーク構造を横並び的に国際比較する場合、セク

ターを構造化している制度を無視してネットワー

クの内容が上ヒ較できるかという批判がある那。 こ

れに対しては、政策ネットワークを規定してい

る政治制度なり社会的構造なりのマクロ的な次

元の事柄を射程に含め、そこから説明すること

いうことが、まず考えられる⑳。したがって、

研究対象となる国の政治社会的な環境を先に考

察し、それが政策ネットワークとはどのような

関係にあるのかを検討する必要性が生まれる。

そこで、事例による分析枠組みの検討に当たっ

ネットワークの構造的焦点

<表1>事例分析の枠組み

構成員

資源

権力関係

ホリステイック

政策イシュー

実行イシュー

ては、まず、日韓両国の全体的な政策決定構造、

中央地方関係、都市化の進展を検討し、中央レ

ベルのネットワークとアクターを調ベることに

する。
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3.日本と韓国における中心市街地活性化

を取り巻く環境

3.1日韓両国の政治社会的環境

まず全体的な政策決定構造において、日韓両

国にはどのような相違点が存在するのかを検討

する。中野実と廉載鎬は日本と韓国の政策決定

構造をマクロレベルとミクロレベルに渡って検

討し、実はマクロレベルにおいてもミクロレベ

ルにおいても相当な違いがあることを指摘して

いる。そして、両国の政策決定構造をマクロレ

ベルで比較する枠組みとして、政策領域をく表

2>のように分類している和。

日韓の政策決定構造において類似な構造を持

つのは(b)除屯行政的な政策領域」のみで、

(a)高度に政治化された政策領域

化)純行政的な政策領域

タイプ

(C)社会化された政策領域

<出典>中野実・廉載鎬、同書、幻ページ。

<表2>マクロ比較のための政策類型

N 小池治、前掲論文、37ページ。;中野晃ールヒ較政治と国家機構の分析一政策ネットワーク論を中心にー」『社会科学研究』(東

京大学社会科学研究所)第54巻第2号、 2003年、 41ページ。

四西岡晋「福祉国家再編のメゾ・レベル分析に向けて一政策ネットワーク論からのアプローチー」『早稲田政治公法研究』(早

稲田大学大学院政治学研究科)第75号、 2004年、 227-228ページ。

"中野実・廉載鎬「政策決定構造の日韓比較一分析枠組みと事例分析」『レヴァイアサン』木鐸社、1998年、 81~83ページ。

・一国の最重要政策

・アクターは限定的

ルーティン型政策だが、技術的専門性が比較的高い政策領域

個別利益配分的な政策領域

政党・政治家と官庁・官僚一体での政策形成・決定が慣例化されて

いる政策領域

それゆえ、多様な利益を代表するアクターが参加しやすい。

・非ルーティン型政策・統治行為的政策

・排他的であり、プロセス(交渉・手続)の最小化

特徴
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非標準・

多様

安

<出典>真山達志『政策形成の本質一現代自治体の政策形成能力』成文堂、2001年、33ページ0

<図1>中央地方関係の変化

善姫

財政・金融、通商、産業政策などのルーティン

型政策の大半は担当官庁の官僚が高度の自1聿性

を持って政策形成を行うアリーナであるとして

いる。大きな相違点が見られるのは(C)「社会

化された政策領域」で、日本では自民党長期政

権の中で広く社会化され医療、米価、建設、防衛、

文教、郵政、通信・情報などの特定分野で関連

官庁部局と関連業界を族議員が仲介するかたち

で、各々凝集性の高い1つの影響カシステムを

形成していると述ベている。これに対して、韓

国は日本に比ベてこの政策領域の社会化の程度

は低く、官庁・官僚に仕切られた利益配分の程

度がより大きいとしている。

第2に、中央地方関係の検討である。日本と

韓国は共に単一国家で広域自治体と基礎自治体

で構成される2階層制になっている点、そして

垂直的行政統制モデル引で中央地方関係が説明

されてきたという点など多くの類似陛が指摘さ

れた。しかし、両国は1990年代半ばから2000年

半ばにかけて動き出した地方分権の流れにより

大きく変化している陀。

この変化とは<図1>で簡単に説明できると

思われるが、日本は今まで財源・権限の多くが

中央に集中しており、その結果として全国画一

集中

分散

標準・
画・ー

の行政活動や行政サービスが展開される右上の

0の位置にあったが、現在は口の位置にあると
してぃるお。しかし、韓国は地方分権を進めよ

うとする動きにも関わらず、中央の抵抗と地方

の中央に対する顔色を伺う態度により、地方分

権があまり進んでいないと評価される舛。この

図でみると、韓国は0から口に向かっている途

中でまだ0の位置にあるといえる。

第3に、都市化に関することであるが、中心

市街地活性化は都市化と密接な関わりを持つ。

王.H.Nassenらの都市成長モデルによると、中心市

街地の空洞化は都市が成長するプロセスにおいて

都市化が進んだ以降に発生する問題であるM。都

市化率をみると、日本と韓国は1970年以前まで

大きな違いを見せている妬。日本の都市化率は

1960年に43.1%、 1970年に532%に達していた

のに対して、韓国のそれは1960年に27.フ%、

1970年に40.フ%で、都市化率が50%を超えたの

は1980年のことである。したがって、日本では

中心市街地活性化問題が1970年代末から認識し

はじめられたが、韓国では1990年代初から認識

されている。

工村松岐夫は中央地方関係を「垂直的行政続制モデル」「水平的政治競争モデル」「相互依存関係」に類型し、1960年以後から行
政統制モデルにより説明でもない部分が拡大しているとしている。,村松岐夫『地方自治』東京大学出版会、1988年。

絵日本は1999年に「地方分権一括法」が成立され、 2000年4月から施行されている。韓国では2004年に2009年までの限時法とし

て「地方分権特別法」が制定されている。

"真山達志、同上、 32-35ページ。

N 谷雫フ1.引喜「司田ス]田甚ヨ祖刈田剤う1叫明71」『司号ス]冴ス}え1卦国旦』利18ヨ川B立,2006W,25畔101ス1;姜笙基・許煙「韓
日における地方分権政策の現状と評価」『韓国地方自治学会報』第18巻第3号、 2006年、 25ページ。

"L.H.KlasS如らは、都市は都市化、郊外化、逆郊外化、再都市化のプロセスで成長するとする。;中村良平・田渕隆俊『都市と地

域の経済学』有斐閣プックス、 1996年、 9一Ⅱページ。

]6 UN, world urbamzaれon prospects: The 2007 Revlsionpopulation Database, ht中ゾ/esa.un.org/unup; 2009年9月27日アクセス0
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3.2 日韓両国における中央レベルの

ネットワーク

3.2.1

日本で中心市街地活性化法が制定された1998

年の当時は、 Bの省庁が関係省庁として指定さ

れ、通商産業大臣、建設大臣、運輸大臣、白治

大臣が主務大臣となっていた。2001年に省庁再

編が行われた以降は、内閣府、経済産業省、国

士交通省、総務省、厚生労働省、文部科学省、

法務省、農林水産省、環境省が関係府省になっ

てぃる。1998年当時の中心市街地活性化法は、

市街地の整備改善と商業等の活性化を柱とする

総合的・一体的な対策を関係府省、地方公共団

体、民問事業者等が連携して推進することを目

的とし、 1M0が商業t舌陛化の面においてソフト

機能"を専門的に担い、国や市町がTM0を財政

的に支援することが骨子になっていた。

この中で、20叫年7月26日に日本商工会議所

全国商工会連合会・全国商店街振興組合連合会

全国中小企業団体中央会で構成される中小企業

4団体はまちづくり三法が制定され6年が経過

したが、当初期待された効果は得られず、法制

定時よりさらに寂れているという内容をまとめ

た「まちづくりに関する要望」を政府及び政党

に提出した。さらに、同年9月に総務省が発表

した「中心市街地の活性化に関する行政評価

監視」の報告書でも、中心市街地が「活性化し

ていない」と認、識している市町が58.フ%に及ん

でおり、法施行以前に比ベ改善が見られないと

いう指摘がなされた謁。

このような指摘に対応する形で2004年9月に

産業構造審議会流通部会、中小企業政策審議会

商業部会の合同部会では、中心市街地活性化法

の改正に着手した。その後の2006年3見16日に

経済産業省二階俊博大臣から法改正の趣旨に対

する説明があり、 2006年4月25日に経済産業委

員会石田祝稔委員長が報告を行なった。そして、

2006年5月31日に参議院本会議において賛成多

数で可決され、改正中心市街地!舌性化法は成立

された。

中心市街地活性化における政策ネットワークの比較研究

日本の中央レベルのネットワーク

改正中心市街地活性化法の内容は次の3つに

要約できる。第1に、内閣府による認定制度の

導入で、市町村は中心市街地活性化計画を内閣

府に提出し認証を受けることになった。第2に、

TM0に代わり福祉・交通など幅広い関係者から

構成される中心市街地活性化協議会を設置する

ことになった。第3に、中心市街地活性化事業

の多様化である。改正法では商業の活性化だけ
ではなくまちづくりの視点を取り入れ、多様な

事業が進められている。 2009年6月末現在、 81

市の部基本計画が内閣府から認定されている。

以上のように日本の中心市街地活性化政策の

形成には、日本商工会議所を中心とした中小企

業4団体が密接に関わっている。特に日本商工

会議所は政府や政党などに中心市街地t舌陛化関

連の法律制定を要求するなど積極的に関与して

いるが、この団体との連携が強い経済産業省が

ネットワークを主導することになり、法律の内

容が商業t舌性化を優先する結果に繋がった。中

小企業4団体、経済産業省、中小企業庁、そして、

ホ番済産業委員会で構成される日本のネットワー

クはR.A.W.RhodeSとD.Marshの分類からみると、

高度に統合された政策コミュニティに属し、日

本の中心市街地活性化政策の形成過程に大きな

役割を果たした。

しかし、 2006年以降からは、住居、福祉、交

通など中心市街地活性化事業の範囲が広くな

リ、日本の中心市街地政策は変換期に入ってい

るともいえる。したがって、これから日本の中

心市街地活性化政策は商業活性化という側面は

弱まると同時に、その性格が変わる可能性があ

る。
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"TM0のソフト機能としては、全体企画・調整、管理・掃除・警備、テナントミックス、マーケティングとプロモーシヨン、個
店支援などである。また、それ以外にハード機能として、モール・アーケード、駐車場設置、大型店設置、コミユニティ施設、
街並み整備、再開発事業などが含まれている。

開総務省「中心市街地の活性化に関する行政評価・監視」2004年9月15日。

3.2.2

既に触れているように、韓国では中心市街地

t舌性化法のような法律は制定されていない。こ

れは、都市化の発展速度や社会的関心度による

こともあると思われるが、地方に比ベれば中央

の対応は活発であるとは言いにくい。現在、韓

国の中心市街地活性化に関わる中央省庁として

韓国の中央レベルのネットワーク
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は、 2005年に制定された「在来市場および商店

街育成のための特別法」に基づいた在来市場活

性化をすすめる知識経済部(旧産業資源音田と

行政安全部、2002年に制定された「都市及び住

居環境整備法」と2005年に制定された「都心再

整備促進のための特別法」の所管省庁である国

士海洋部的があげられる。しかし、主導権を握

る省庁も、密接な関連を持つ利益団体も存在し

ていない。

イシュー・ネットワークが形成される政策は、

政治的にとても重要な問題で合意形成が難しい

政策か、それほど重要な問題ではないので政府

機関が独占する必要性がなく特定団体を排除す

る必要性が少ない政策に形成される。したがっ

て、イシュー・ネットワークは支配的な団体が

ないか、実行ができる制度がつくられていない

新しい政策領域に形成される如。そして韓国は

まさにこの状態にあるが、道路建設、市場環境

の整備、住居環境の整備、都市景観事業など各

省庁がばらばらに事業を推進して、総合的な政

策として連携が図られていないことは問題点と

して指摘されている引。

韓国の中心市街地活性化事業のほとんどは

「ニュータウン事業」や「都市再生事業」とい

う都市整備事業の一環として行われている。物

理的な整備に重点が置かれている韓国の中心市

街地活性化政策は、始まったば力由の政策であ

るといえるC。

安 善姫

3.3

日本と韓国における中心市街地活性化の現状

から、これに関わるアクターを整理してみると、

<表3>のように要約できる。日本には金融機

関と交通機関が含まれているが、このアクター

は商業中心の性格から脱皮して総合的なまちづ

くりの視点に立って中心市街地活性化政策を進

めることを目的とした2006年の法改正により加

われたアクターである。一方、韓国ではメディ

ア機関が含まれているが、韓国自治体の委員会

には地域に対する包括的な情報を持っている地

域メディア関係者が委員として委嘱され地域の

世論形成に主導的役割をしている場合がある

が、中心市街地活性化問題にもこのような理由

から選定されていると思われる。

また、似ているように見えるが、その役割か

らみると完全に異なっているアクターも存在す

る。例えば、商工会議所の加入条件からみると、

日本の商工会議所は個人も加入できるが、韓国

の商工会議所は団体のみ加入できるようになっ

ている。この仕組みでは、ある程度規模のある

都市部以外には地方商工会議所を設立すること

ができないし、小売商業者の個人問題として捉

えられている商店街問題には積極的に関わりに

くい。実際に日本の場合、 2008年6月現在1800

余りの基礎自治体の中で2,592の商工会議所・商
工会が組織されているが、韓国は230の基礎自

日韓両国のアクター

<表3>中心市街地活性化に関わる日本と韓国のアクター

公共部門

公共十民間

"2008年に建設交通部、海洋水産部、そして行政自治部の一部事務が統合され新設された。

卯 M.J.smith, OP.cit.,1993, P.64 - 65

江1大ヨき干 「ス1腎圧人1凹〒圧闇雪闇科祖刈川祖田牡叩赴赴剖〒」『ス】餌人1剥川曽目〒」(司号ス1倒人}訓71当卦国),刈27U 弓君艮・

ヨス]12立,20侃目,27-28司101ス1(チョン・チョルモ、コ・ソンハ「地方都市の旧都心活性化政策の改善方策に関する研究」『地域社

会開発研究』(韓国地域社会開発学会)、第27巻第2号、 2002年、 27-28ページ。)
U 呈瑚「秀N人171ス1 圧人1ス1智祖寺可1 ヨ司督〒」『ス1叫人1国曽祖卦司乞是召』(ス1四人}国曽村司国),ス" 33 ヨ川]2立,2008W,27司101ス1

(ムン・チェ「中心市街地の都市再生戦略に関する研究」『地域社会発展論文集』(韓国地域社会発展学会)、第33巻第2号、2008年、
27ページ。)

民問部門

地域社会・

住民・事業者

中央政府

地方政府、地方議会

非営利組織

営利組織

IMO、中心市御也活性化協議会

(法律に基づく)

日本

商工会議所、商店街組合、

住民、専門家

NPO、金融機関、交通機関

中央政府

地方政府、地方議会

旧都心活性化委員会など

(条例に基づく)

韓国

商工会議所、商店街組合、

住民、専門家、

NPO、メディア機関



治体の中で71の商工会議所しか組織されていな

い。さらに、韓国では商工会法は制定されてい

ないので日本と同じ意味の商工会は設立されて

いないことになる。

商業者組織も同じであるが、韓国の商業者組

織は「在来市場及び商店街育成のための特別法」

(2001年)に基づく「商人会」、「流通産業発展法」

(2003年)による「商店街振興組合」などが存

在している。しかし、これらの組織は2000年に

入ってから設立されたため歴史が浅く、また在

来市場の物理的な環境を改善する補助金を政府

からもらうことを目的に設立された性格が強

く、行政に依存する消極的な面を見せている。

日本は1962年に制定された「商店街振興組合法」

に基づいて商店街組合が組織されているので、

韓国が約30年遅れていることになる。したがっ

て、日本と韓国の商店街組合の役割と影響力に

は違いが存在するのである。このような理由で

日本では重要なアクターになっている商工会議

所や商店街組合が、韓国ではあまり活躍してい

ないアクターになっている。

中心市街地活性化における政策ネットワークの比較研究

れた金沢市民芸術村もあり、創造都市としても

有名である心。戦災をうけていない金沢市は、

金沢城を中心とした藩政期のまちの骨格を今に

引き継いで、伝統と現代の共存というキャツチ

プレーズを掲げて発展をしてきた。

しかし、金沢市も他の都市のように、モータ

リゼーションや郊外部の拡大などにより中心市

街地の衰退問題が進み、1990年代半ばの金沢大

学の移転と石川県庁の郊外移転表明がきっかけ

で議論を呼んでいる。そして、この問題に対応

するために19町年に、石川県は庁内に都心ル

ネッサンス推進本部を設置し、中心市街地活性

化に取組む体制を整えた。金沢市は1998年10月

に「第1次金沢中心市街地活性化基本計画」策

定し、市出資50%による第三セクターの「(株)

金沢商業活性化センター(金沢TMO)」を設立

している。

第1次基本計画では「にぎわいと伝統が調和

した活力ある中心市街地の形成」をテーマにし

て物理的な環境を整備することに重点が置か

れ、 2003年まで述ベ624事業係急事業費約917億

円)が実施された。特に武蔵地区(武蔵・近江

町市場・横安江町・尾張町)と香林坊地区(片町

香林坊・竪町・広坂・柿木鼻)が重点整備地区

として指定され、商業環境づくりがおこなわれ

た。

2004年には第2次基本計画がつくられ、「ま

ちなかの定住と交流の促進」というテーマで中

心市街地活性化事業が進められたが、2006年に

中心市街地活性化法が改正されたことにより第

3次基本計画を策定することになった。2007年

5月に内閣総理大臣から認定をうけた第3次基

本計画のテーマは「人が住まい、集い、にぎわう」

で、第2次基本計画をそのまま継承し、住居・

商業・業務機能を中心市街地に回復させる戦略

をかかげている。

4.事例分析

4.1 金沢市の中心市街地活性化とネッ

トワークの構造

前節で検討した中心市街地活性化の国際比較

を行なうための分析枠組みについて、その適用

可能性を探るために、ここでは日本の金沢市と

韓国の全州市を例に検討してみることにする。

以下の事例研究は、両都市の中心市街地活性化

の分析そのものを目的としているのではなく、

分析枠組みの適否を検討するための予備的分析

である。

111

4.1.1

金沢市は石川県のほぼ中央に位置する県庁所

在地で、面積467フ7k'、人口45万人の歴史文化

都市である。兼六園など国重要文化財以外にも、

1985年から真冬の時期に開催されているフード

ピア、1995年に旧紡績工場倉庫を改修し建てら

金沢市の中心市街地の概要

U 佐々木雅幸『創造都市ヘの挑戦'産業と文化の息、づく街ヘ』岩波書店、 2001年、105-143ページ。

4.1.2

①条例との連動

金沢市は多様な条例と連動して中心市街地活

性化政策が展開されているが、それは3つの面

から構成されている。第1に景観に関すること

金沢市の中心市街地活性化の取

り組み
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陛備テーマ)
◎にぎわいと伝統が調和した活力

ある中心市街地の形成

1次基本計画
(1998~2003)

侮本方錦
0歴史・文化・自然を生かしナこ「歩くまち」
づくり

0イ云統環境と調和した住環境づくり
0商店街の特性を生かした魅力ある
商業環境の形成

0総合的な交通体系の確立による
アクセスの向上

0基盤整備の推進によるにぎわいの創出

安

(整備テーマ)
◎まちなかの定住と交流の促進

善姫

2次基本計画
伐004~2009)

<資料>「金沢中心市街地活性化基本計画」金沢市、2007年5月から作成。

僅本方錦
0個性を活かした美しいまちづくり
0暮らしの良さを実感する定住促進
0元気な商店街・都心ビジネスの形成
0人・環境にやさしいまちなか交通の確立
0まちなか交流活動の促進

で、金沢市まちづくり条例(2000年)、寺社風

景保存条例(2002年)、沿道景観形成条例(2005

年)、夜間景観形成条例(2005年)があげられる。

第2に、定住促進に関することで、まちなか定

住促進条例(2001年)、旧町名復活推進条例(2004

年)、コミュニティ空間条例(2006年)が整備

されている。この中でまちなか定住促進条例は、

まちなか区域に住宅建築をする時に一般住宅は

借入金の10%(限度額200万円)、新築分譲マン

ションは借入金の5%(限度額100万円)など財

政的な支援をすることが盛り込まれている。第

3に、商業活性化に関することで、商業環境形

成まちづくり条例(2002年)がある。この条例

により中心市街地活性化ゾーン>駅西都心軸業

務集積ゾーン以外で出店する店舗面積の上限は

1,000~ 5,000金に制限され、事実上中心部以外
の地域に大型店の出店は難しくなっている。

僅備テーマ)
◎人が住まい、集い、にぎわう

<図2>金沢市の中心市街地活性化基本計画の概要

3次基本計画
(2007~2012)

僅本方針)
0古いものと新しいものが調和する美しい
まちづくりの推進

0中心市街地の良さを活かした住環境
づくりの推進

0魅力ある商店街とにぎわいあるオ"フィス
街の形成

0多様な人々が集う交流活動の推進
0歩行者、公共交通を優先したまちづくり
の推進

タイルをもたらし、商店街に魅力を創出してい

る。長期間の滞在、現代美術の鑑賞という、ゆっ

くり商店街を楽しめることができる仕組みが

整っているのである"。イベントも行われてい

るが、中心市街地に学生などの作品を展示する

空間として、金融機関などのフロアーやシヨ

ウィンドウなどを利用する凡こぎわい回廊オ

フィスギャラリー」が展開されている。また、

認定されたパフォーマーにより、まちなかで多

様なイベントやパフォーマンスがおこなわれて

いる。

②文化施設との連携

また中心市街地に文化施設を立地させること

により、中心市街地での滞在時間を延長する仕

掛けを作っている。特に2004年に開館した金沢

21世紀美術館は、開館2年で入館者が274万人

に至り、周辺商店街との連携を通じて中心市街

地t舌性化に寄与している。この金沢21世紀美術

館は、以前の香林坊地区にはなかった新しいス

"遠藤新「(株)金沢商業活性化センター」矢作弘・瀬田史彦編『中心市街地活性化三法改正とまちづくり』学芸出版社、2006年、
178ページ。

③業務・定住・商業機能の強化

条例を通じてまちなか居住を支援すること以

外に、業務機能を強化するために中心市街地内

にΠビジネスプラザ武蔵(2004年)、金沢ビジ

ネスプラザ南町(2005年)、金沢ビジネスプラ

ザ尾山(2006年)のビジネス支援施設を開設し

た。この施設では映像、デザイン、1Tなどの分

野でビジネスをはじめようとする起業家、

SOH0事業者をハード・ソフトの両面でサポー

トしている。商業活性化の側面は商業関係者の

主導で行われているが、その中で(オ知金沢商

業t舌性化センターがショッピングセンターの跡

地を改装して、プレーゴという商業施設を運営

している。プレーゴを改装する時には、国・県・



市から補助金を得てコストを節減し、東京や金

沢の有名店を格安の賃料で誘致するなどの工夫

が盛り込まれている。

4.1.3

中心市街地活性化における政策ネットワークの比較研究

金沢市中心市街地活性化協議会の構成員を見

ると、商業関係者が6人で約41.6%を占め、商

業政策が重視されていることが分かる。また、

交通関係者が2人と福祉協議会が含まれている

が、これは2006年の法改正により加えられたア

クターで、中心市街地活性化事業の範囲が広く

なることに貢献している。

また、プレーゴの運営から各種イベントの企

画・運営など中心市街地活性化に関連する多様

金沢市のネットワークの構造

な事業を実施している(株)金沢商業活性化セ

ンターは商業関係者が出資しているため、金沢

市のネットワークのアクターが情報と資金を提

供していることになる。さらに、このセンター

は商店街組合の事務管理受託なども行ってお

リ、ネットワークが政策決定から政策実施まで

関わっているといえる。

金沢商工会議所

4.2

団体名

金沢商工会議所

(株)金沢商業活性化
センター

<表4>金沢市中心市街地活性化協議会の構成員

全州市の中心市街地活性化とネッ

トワークの構造

1 全州市の中心市街地の概要4.2

Ⅱ3

金沢市商店街連盟

金沢市

金沢中心商店街
まちづくり協議会

全州市は韓国全羅北道の中央に位置する道庁

所在地で、面積20622k金、人口622,180人である。

全州市の歴史を見ると、900年に後百済の首都

武蔵活性化協議会

役職

金沢市町会連合会

構成員

会頭

専務理事

代表取締役社長

西日本旅客鉄道(株)
金沢支社

北陸鉄道(株)

都市政策局長

金沢市社会福祉協議会

法第15条第1項関係(商工会議所)

※根拠法令欄の「法」とは「中心市街地活性化法」のことである。

会長

(株)北國銀行

法第15条第1項関係(商工会議所)

会長

根拠法令

会長

代表取締役社長

法第15条第1項関係
(まちづくり会社)

執行役員金沢支社長

会長

法第 15条第4項関係(市)

法第15条第4項関係(商業者)

法第15条第4項関係(商業者)

法第15条第4項関係(商業者)

会長

専務取締役

出資者

商店街・商業者(中小企業者)

法第15条第4項関係(地域関係者)

金沢商工会議所

金沢市

法第15条第4項関係(交通事業者)

備考

大型店など(中小企業老外)

<表5>(株)金沢商業活性化センターの資全面

会長

<資料>(株)金沢商業活性化センターのホームページ;http://WWW.k帥azawa・如0.00卯ノ#

法第15条第4項関係
(交通事業者)

岳1桧さ長

金融機関

法第15条第4項関係
(福利施設関係)

法第15条第8項関(地域経済)

計

株主数

1

1

21

出資額(万円)

4

2

29

2300

210

1400

400

出資比率

2000

4600

50%

4.57%

32.3996

8.フ%

4.34%

100%
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になって以来、1200年間全羅北道の行政・教育・

文化の中心地として機能してきた。また、全州

ビビンバの発祥地であることや、 2000年から毎

年開催されている全州国際映画祭など地域資源

も豊富な地域である。また、 2002年からは金沢

市と姉妹都市となり、職員の派遣など交流が行

われている。

全州市の中心市街地は、公共・業務地区であ

る西老松洞、商業地区である中央洞、韓屋密集

地区である校洞・豊南洞、そして太平洞を含む

12 力洞の12薪で、 2008年現在でB9,831人が住

居している。また、中心市街地に韓国の伝統家

屋が密集している韓屋村の一部が含まれている

のが特徴である。全州市では、1970年代以降に

本格化した都市開発事業により都市空問が急激

に変化しはじめ、郊外部に大規模住居団地や大

型商業施設が建てられた。その結果、中心部に

は零細商店、老朽化した住宅だけが残され、さ

らに全羅北道庁の郊外移転により中心市街地の

空洞化問題が表面化した。全州市は2003年に「旧

安 善姫

都心活性化支援条例」を制定し、中心市街地活

性化に取り組んでいる。

4.2.2 全州市の中心市街地活性化の取

り組み

①特化通りの指定

全州市は20侃年に旧都心t舌性化方策研究を行

い、まちなかににぎわいを創出する目的で、フ

つテーマ'による特化通りを整備した。2007年

には既存の7つの特化通りに青少年通りと電子

商店通りの2つの通りが追加計画された。

②韓屋村の活用

1930年代から市内に居住する商人が中心とな

り形成された全州韓屋村は、面積約25k価、居住

人口は約3,900人で、 2008年現在658棟が残され
ている。全州市は1977年からこの一帯を「韓屋

保全地区」に指定して韓屋の保存に力を入れて

きたが、1999年に再びこの一帯を「伝統文化特

事業名

映画通り

(0.7k命

歩いてみたい通り

(0.83 k命

チャイナー通り

(0.25 k命

ウェディング通り
(0.55 kw

地面のカラーアスコン会陛袰
(0.7k命

事業内容

<表6>特化通りの関連事業

寄泉地中化など(0.83k命

漢方通り

(1.04 kω

ノレミナリエ設圖036kⅢ)

翻泉ナ也中化など(0.25kω

合計

寄尉也中化など(1.3k命

事業名

合計

青少年通り
(0.25 kか

事業費(百万ウォン)

電子商店通り
(0.35k加

233

国・i^

設計完了

2,766

東門通り
伐80m)

1,400

1,350

0

市費

工具通り

(50om)

事業内容

345

' 7つのテーマ通りは、映画通り、歩いてみたい通り、チャイナー通り、ウェディング通り、漢方通り、東門通り、工具通りで、

2009年現在5つの通りが完成されている。

造升勧の設置など

2,014

500

アーケードの改築及び
淘〒多吻の設置など

<資料>全州市都市課

233

そ4X也

2,421

合計

0

128

700

514

フ,891

1,350

0

推進状況

2000年4月完成

0

1,500

合計

0

200

1,359

2002年5月3包戎

業費(百

1,000

2006年9月ラ毛成

0

128

道費

2004年10月ラ毛成

6β32

836

万ウォ'

0 2007年12月完成

1,000

市費

0

0
2014甲、2015年

完戊予定

240

200

2,000

1,000

そ4)f也

300

4,836

596

600

700

0

1,140

推進状況

2008年9月完成

1,400

0 2008年12月完成

3,696

0
2013年~2014午

冠野定

0
2014年~2015年

完戎予定

0



区」に指定し4つの地区に分けた。 2002年には

「韓屋保全支援条例」を制定している。中心市

街地には伝統韓屋地区、テゾ路・ウンヘン路地

区と伝統文化地区の一部が含まれている。

また、全州市は古い韓屋を買い入れ、韓屋生

活体'験館、工芸品展示館、伝統酒博物館、全州

名品館、伝統文化センター、漢方文化センター

などの文化施設をオープンした。これらは、全

州市の魅力を高める上で観光効果まで創出し、

中心市街地活性化だけではなく、都市全体の活

性化に寄与するする大きな要因となっている。

今は多くの人が訪れる観光名所となっている。

③条例による支援

全州市の中心市街地活性化事業を支援する条

中心市街地t舌性化における政策ネットワークの比較研究

例として、全州市の「旧都心活陛化支援条例」「韓

屋保全支援条例」「駐車場条例」「都市計画条例」、

そして全羅北道の「旧都心商店街活性化支援条

例」が整備されている。この中で核心になる条

例は、全州市旧都心活性化支援条例と全州市韓

屋保全支援条例で、その内容は<表8>の通り

である。しかし、その内容において物理的な環

境整備のための補助金支給が骨子になっている

ことは問題点として指摘せざるを得ない。

テゾ路・ウンヘン路地区

伝統韓屋地区

区分

郷校地区

4.2.3 全州市のネットワークの構造

全州市旧都心t舌性化委員会の構成員は、旧都

<資料>全州市韓スタイル課

<表7>韓屋村の地区
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伝統文化地区

都市韓屋の特徴を持つ建築物と横丁が良好に保全されている。

伝統韓屋地区周辺の特徴を生かし、歩行者中心のショッピング
や伝統文化を楽しむのに適合している。

郷校財団の所有地で、郷校財団の個別的な整備計画が盛り込ま

れており、歴史文化財の保全や活用のために、他の韓屋群とは
別途に取り扱われる必要がある。

区分

支援

対象

都市韓屋と最近に新築された現代式建築物が混在していると
ころで、上の3つの地区を除いた地区。

選定理由

・特化通り内での建物の新築・修理の一部

費用

・教育・文化・福祉施設など新築・修理

の一部費用

・その他、旧都心活性化委員会が必要で

あると判断する事業

旧都心活性化支援条例(2003年)

<表8>条例による中心市街地活性化の支援内容

支援

規模

・特化通り内での建物の新築・修理費用

の 30%(最大 1000万ウォン)

・特定通り内で市が勧める建築の場合、

費用の 30%(最大2000万オオン)
・教育・文化・福祉施設など公益施設を

建築する場合、費用の30%(最大5000

万ウォン)

・韓屋村内での伝統都市韓屋の新築・修

理の一部費用

韓屋保全支援条例(2002年)

制限 最終支援年度を基準にして、新築は10

年以内、修理は5年以内に制限

・伝統韓屋地区で伝統都市韓屋ヘ改築・

新築:工事費の 2/3保大5000万ウォン)
・テゾ路地区内で伝統都市韓屋ヘ改築・

新築:工事費の 2/3保大3000万ウォン)
・伝統文化地区内で

一伝統都市韓屋ヘ改築・新築:工事費

の 2/3(最大 5000 万ウォン)

一伝統都市韓の修理:工事費の2侶(最
大 1000万ウォン)

・全州韓屋村内で文化施設の設置・運

営:施設の設置・運営に必要な費用の

2/3

・支給回数は1回のみで、同一世帯で補

助金を受けられる期間は10年



Ⅱ6

団体名

全北大学

全州市議会

<表9>全州市旧都心活性化委員会の構成員

全州市議会

全州商工会議所

安

又石大学

全州大学

善姫

大韓主婦クラブ連合会
全州全北支部

消費者情報センター

役職

全北大学

教授

構成員

圓光大学

議員

全オb」商工人支援センター

議員

大韓建築士会全北支会

事務局長

教授

条例 15条第3項関係(専門家)

教授

条例 15条第3項関係(市議会議員)

中央洞

KBS放送局

教授

条例 15条第3項関係(市議会議員)

教授

根拠法令

心t舌陛化支援条例に基づいて設置されている

が、市議会議員、公務員、都市・建築・デザイン・

造景・経済学専門家、市民代表がそのメンバー

になっている。全州市のネットワークには専門

家が6人で40%を占められていることと、メディ

ア関係者が含まれていることが特徴である。全

州市のネットワークは第Ξ者からのアドバイス

を行う機能を担当し、政策決定と実施が分離さ

れたネットワークになっている。事実上、この

ネットワークには情報以外の資源を所有してい

るアクターがほとんど含まれず、政策を実施す

ることができない。また、資金面においても行

政に依存することにより、このネットワークは

行政の主導により行われている。

全北日報

条例 15条第3項関係(市民代表)

事務局長

全州市

条例 15条第3項関係(専門家)

センター長

全州市

条例 15条第3項関係(専門家)

住民自治委員長

条例 15条第3項関係(専門家)

建築士

条例 15条第3項関係(専門家)

報道チーム長

論説委員

経済産業局長

備考

条例15条第3項関係
(市民代表)

条例15条第3項関係(市民代表)

建設交通局長

会長

条例15条第3項関係(専門家)

条例15条第3項関係(市民代表)

条例15条第3項関係(市民代表)

条例15条第3項関係(市民代表)

条例 15条第3・4項関係(市)

条例 15条第3・4項関係(市)

5.おわりに

政策ネットワークの違いは、その構成員と機能

から明らかになっている。金沢市のネットワー

クが多くの商業関係者から構成され、資金と情

報を提供することはもちとん、政策形成・政策

実施まで担っている。一方、全州市のネットワー

クは、専門家が多くアドバイスを行う機能を担

い、情報のみ提供しているが、資金と政策の実

施は行政に依存している。

また、中央レベルにおいても、日本は日本商

工会議所と経済産業省が密接な関係を持ち、日

本の中心市街地活性化政策の性格を形成するの

に大きな影響を及ぼしている。反面、韓国は主

導する省庁も関連する利益団体も存在しない状

態で、都市再開発と在来市場活性化が進められ

ているが、全体的には都市再開発という側面が

強い。

このように異なるネットワークの構造は、進

められている政策の内容とその結果に大きな影

響を及ぼしている。すなわち、日本は商業t舌性

化政策に重点がおかれ、政府以外のアクターか

ら資金・組織という資源が提供され、政策の実

施が可能になっている。一方、韓国は中心市街

地t舌性化が始まりの段階にあり、行政以外のア

クターから多くの資源が得られず、政策の実施

本稿が提示した比較ための分析枠組みを使う

ことによって、日韓両国の中心市街地活性化の

実態を並例的に描くことが可能になった。それ

により、この予備的な比較分析であっても次の

ような点が指摘できるだろう。

金沢市と全州市の中心市街地t舌性化における



ができない状況にある。ネットワークの運営に

おいても行政が主導的な役割を果たしている。

ネットワーク内のルールづくりゃ資源配分など

ネットワークを支持することにおいて行政の役

割は重要である妬。しかし、行政がすべてを行
なうネットワークにおいてはその限界も明らか

である。

中心市街地1舌性化における政策ネツトワーク

の形成には、日韓両国の政治社会的環境の違い

によることも多いと考えられる。その関係は次

のようにまとめることができるだろう。第1に、

日本は「社会化された政策領域」の決定におい

て利益集団政治が関与し凝集度が高い政策コ

ミュニティを形成するシステムになっているこ

とに対して、韓国は利益集団の関与度が低い。

中心市街地t舌性化政策はこの政策領域に該当す

るが、このような政策決定構造は日本では経済

産業省と日本商工会議所を中心とする政策コ

ミュニティが、韓国ではイシュー・ネツトワー

クが形成されるのに大きな影響を及ぼしてい

る。

第2に、中央地方関係において、日本は中央

統制から脱出しつつぁるが、韓国はまだ中央統

制から抜け出せていないと考えられる。しかし、

このような中央地方関係が中心市街地t舌性化の

政策ネットワークと強い関係に置かれていると

は思えない。なぜならば、日本は中心市街地活

性化に関連した法が整備され、基本計画の策定、

補助金の支給、内閣府の審査などの制度がつく

られてぃる一方、韓国では法律が整備されてい

ないゆえ中央と地方の連携は図られていないか

らである。また、日本では制度が整備されたと

はいえ、中心市街地活性化において主体は市町

村となってぃるため、自治体の自律性はとても

高いことになる。

第3に、都市化の進展は政策ネットワーク形

成の時期に影響を及ぼす。日本と韓国で中心市

街地活性化問題が認識されるには約10年から20

年の差異があるため、ネットワークの形成時期
もその分異なっている。しかし、都市化がネツ

トワークの形成時期に影響を及ぼしているのが

確かであるが、それがネットワークの形態に影
響を及ぼしているとはみにくい。日本は最初か

ら政策コミュニティが形成されているのに対し

て、韓国ではそうでないからである。

中心市街地活性化における政策ネットワークの比較研究

以上のように、日本と韓国の中心市街地活性

化政策を巡る環境も、ネットワークの構造やそ

のアクターも相当異なっていることが明らかに

なった。このように異なるネットワークの構造

をよく認識することで、これに適合したネツト

ワークの管理方法と政策道具が見つかるかもし

れない。そして、これは両国の中心市街地t舌性

化政策が発展する上で最も重要なことであると
思われる。

本稿で提示した中心市街地活性化を国際比較

するための分析枠組みは、少なくとも日韓比較
において、オペレーショナルであり、一定の仮

説的結論を出すことが可能であることが分かっ

た。今後は、この分析枠組みを使って、より踏

み込んだ事例分析を行なうことにより、他国の

例を参考にしつっ政策ネットワークの実態解明

とその管理方法、道具の開発を行なっていくこ

とが課題である。
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